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福島県の森林・林業の概況

１　森　林　資　源

　福島県の森林面積は、972千haで県土面積の約71％を占めている。これを保有形態別にみると、民有林は

563千ha（57.9％）、国有林は410千ha（42.1％）である。

　また、福島県の人工林面積は341千ha、天然林面積は578千haで、人工林率（森林面積に占める人工林面

積の割合）は35.0％となっている。

　流域別に民有林の人工林率をみると、阿武隈川流域41％、奥久慈流域58％、会津流域23％、磐城流域52％

と各流域の特色がでている。

　民有林の森林材積は133,352千㎥で、森林面積とともに全国で上位を占めている。

　保有形態別森林面積　 民有林の林種別森林面積及び森林蓄積　　　　　　　　　

２　森　林　整　備

　森林整備は、健全な森林の育成を図るため、植栽、下刈、除伐、間伐等の一連の森林施業を実施するもの

である。特に、本県民有人工林の約６割に相当する約12万haがⅣ～Ⅸ齢級の要間伐森林であるため、計画

的かつ重点的に間伐を推進する必要がある。平成21年度の間伐実績については、8,035haとなっている。

　また、平成21年度の造林面積は508haとなっている。

　民有林間伐面積の推移 民有林造林面積の推移　　　　　　　　　　　　
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３　森　林　保　護

　平成21年は、林野火災の発生が85件、被災面積9.89haと平成20年と比較すると件数は16件増加したが、

面積は0.15ha減少した。

　気象害は風害14件、雪害２件、凍害１件、水害１件、計18件発生した。

　森林病害虫による被害では、松くい虫による被害量は、ここ数年６万㎥前後で推移していたが、平成21年

は４万１千㎥まで減少した。

　平成21年度森林被害面積 松くい虫被害の推移　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 面積（ha） 備　　　　　考

森 林 火 災 9.89 被害額 7,143千円

気 象 害 44.57 被害額 5,343千円

カシノナガキクイムシ 538 被害材積 5,082㎥

松 く い 虫 44,249 被害材積 40,596㎥

その他病虫害 62 被害材積 3,040㎥

合 計 44,903

４　林　　　　　道

　林道の開設量は、減少傾向にあり、平成21年度に新たに開設された国有林及び民有林林道は14.6㎞である。

　平成21年度末の民有林の林道総延長は4,072㎞であるが、林道の密度は7.24m/haと、低コスト林業を確立

するにはまだ低い水準となっている。

　林道開設延長の推移
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５　林　　産　　物

　⑴　木　　　　　材
　素材生産量は、平成２年まで年間1,200～1,300千㎥で推移してきたが、平成３年から減少に転じ、平成
20年には746千㎥となった。
　平成20年における福島県内の素材生産量の内訳は、国有林が171千㎥、民有林が575千㎥となっており、
針広別では針葉樹604千㎥、広葉樹142千㎥となっている。ほかに外材入荷量が245千㎥、県外からの移入
量が148千㎥で、本県における木材供給量に占める県産材の割合は65％となっている。

　　素材生産量の推移 木材供給量の推移　　　　　　　　　　　　　　

　⑵　特 用 林 産 物
　きのこ類は、本県の緑豊かな森林資源と、大消費地に隣接した恵まれた立地条件を背景に安定して生産
され、生しいたけの生産量は全国第８位、なめこは第４位となっている。
　桐については、生産量が全国第１位を誇っているものの、安価な外材の輸入による材価の低迷や連作障
害・病害等の発生により、植栽は年々減少し、平成12年度より、１ha以下の状況が続いている。
　木炭（黒炭・白炭）については、生産量が減少しているが、近年は700ｔ前後の生産量で推移しており、
全国第５位の生産県となっている。
　平成21年における生産量は、生しいたけが3,119ｔ、なめこが2,136ｔ、桐が552㎥、木炭（黒炭・白炭）
が747ｔとなっている。

　　生しいたけ生産量の推移 なめこ生産量の推移　　　　　　　　　　　　　　
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　　桐生産量の推移 木炭生産量の推移　　　　　　　　　　　　　　　

６　林　産　工　業

　木材産業の中で主要な位置を占める製材工場は、年々減

少傾向にあり、平成20年には283工場と、前年比で14工場

減少している。１工場当たりの規模は、製材用動力の出力

数で見ると、平均88.0kwと全国平均（102.1kw）を下回っ

ている。

　これら工場の構成は、国産材を専門に扱う工場が57％、

外材を専門に扱う工場が７％、国産材と外材を扱う工場が

35％となっている。

７　森　林　組　合 
森林組合主要事業の推移　　　　　　　　　　　　

　平成21年度末における森林組合数は20組合であ

り、組合員数は57,346人（准組合員を含む）で、

１組合平均の組合員数は2,867人となっている。

また、組合員所有の山林面積は384,742haで、民

有林面積の約70％を占めている。
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８　治山・保安林

　近年の自然災害の多発や渇水に対応するため、災害に強い県土基盤の形成、良質な水の安定供給に果たす

森林の役割に対する県民の期待が一層高まっている。このため、水資源のかん養や土砂災害防止等に重要な

森林については、平成21年度現在で民有林面積の約21％にあたる118千haを保安林に指定し、その働きの維

持・強化を図っている。（国有林を含めると森林面積の約39％が保安林に指定されている。）

　また、山地災害の危険な地区については、平成21年度に566haの治山事業を実施している。

　　　　　　　　　民有林保安林面積

　　　　　　　　　治山事業実績推移
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９　森林環境基金事業

　県民共有の財産である貴重な森林を保全し、健全な状態で将来に引き継いでいくため、県民生活とかかわ

りの深い森林環境を県民自ら守るという視点から、「県民一人一人が参画する新たな森林づくり」を基本理

念として、平成18年度から本県独自に森林環境税を導入した。

　平成21年度は、前年度繰越2.29億円に税収11.48億円から徴収取扱費を除いた10.68億円を森林環境基金に

積み立て、さらに1.92億円の国庫補助金を活用して12.79億円の事業を実施した。その内訳は、県事業10.49

億円（82.0％）、市町村事業2.30億円（18.0％）となっている。また、目的別に見ると、森林環境を保全す

るための事業11.76億円（91.9％）、森林づくりの意識を醸成するための事業1.03億円（8.1％）である。

　平成21年度森林環境基金事業の枠組み（実績）

市町村事業 2.30億円（18.0％）

平成21年度森林環境基金事業の枠組み（実績）

税収 11.48億円
（個人事業者・給与所得者 9.47億円　法人 2.01億円）

県・市町村の徴収取扱費
0.80億円（税収の7％）

＋

平成21年度事業費 12.79億円

森林環境基金 12.97億円
（前年度からの繰り越し 2.29億円＋今年度繰り入れ 10.68億円）

国庫補助金 1.92億円

①森林環境の適正な保全
 979,976（76.6％）
・水源区域の森林整備
・森林GISの整備による森林情報
のデータ化、共有化
②森林資源の利用促進
 43,513（3.4％）
・間伐材の搬出及び運搬支援、利
用促進（製品及び木質ペレット
燃料として利用等）

③県民参画の推進
 15,023（1.2％）
・指導者の養成、森林環境学習
フィールドの整備
・森林ボランティアサポートセン
ターの運営、ボランティアの養
成等
④森林文化の復興
 5,171（0.4％）
・森林文化の調査、普及
⑤森林環境の調査研究
 2,009（0.2％）
・森林整備による水環境への影響
調査
・ハウス栽培における木質ペレッ
ト燃料の実用性の検証
⑥森林環境基金の運営
 3,025（0.2％）
・森林環境基金事業の県民広報、
広聴、懇談会の開催等

森林環境を保全するための事業
 1,023,489（80.0％）

森林づくりの意識を醸成するため
の事業 25,228（2.0％）

森林環境交付金事業【地域提
案重点枠】 148,969（11.6％）
・市町村独自の優れた提案事業に
重点的に取り組む財源
（対象分野）
　ア　森林整備の推進
　イ　県産間伐材の利活用推進
　ウ　木質バイオマスの利活用推進
　エ　その他

森林整備促進事業
 3,827（0.3％）
・市町村有林等の整備支援

森林環境交付金事業【森林環
境基本枠】 77,462（6.1％） 
・全ての市町村が継続的に森林づ
くりに取り組む財源
（対象分野）
　ア　県民参画の推進
　イ　森林の適正管理推進
　ウ　森林環境学習の推進

森林環境を保全するための事業
 152,796（11.9％）

森林づくりの意識を醸成するため
の事業 77,462（6.1％）

県事業 10.49億円（82.0％）


